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携帯電話による電子商取引（「ケータイ・コマース」）が注目されている。現状、「ケータイコマース」の中心利用層は、10 代か

ら 20 代前半の若年層であり、その利用方法は、「着メロ」や「（待ち受け）画像のダウンロード」である。本研究では、将来の

「ケータイコマース」に対する利用意向は、「決済」や「位置情報」に関するサービスが中心であり、それらに対しては、30 歳

以上の年齢層で高い利用意向を示していることを明らかにした。「ケータイコマース」が、幅広い層に認知され、利用の拡大

を目指すには、これらのサービスを実現し、30 歳以上の高い年齢層の利用を促進していくことが必要である。 

 
The Purpose of Use in "Mobile commerce” and  

The Examination on the Possibility of Social Existence 

 
Hajime SUGETA*     Toru MAEGAWA** 

*Graduate School of Global Information and Telecommunication Studies, Waseda University 
**Global Information and Telecommunication Institute, Waseda University 

 

The electronic commerce with cell phones (“Mobile commerce”) is gaining attention. In general, the main 

use way of "Mobile commerce” are "CHAKUSHIN-Melody: Call signals with melodies" and 

"MACHIUKE-GAMEN:Downloads of an image". Main users are younger generation such as teenager and 

people in their early twenties. However, this study shows that the purpose of using cell phones are 

beginning to shift toward “electric payment” and ”geographic locating service”. And the study also shows 

that large portion of users turned out be people in thirties. For “Mobile commerce” to be recognized by 

wider range of people, it is needed to promote the use to comparatively high age group. 

 

１. はじめに 

 1990 年代後半よりサービスが開始された携帯電話

（PHS 含む）は、急速に普及し、その契約者数は、既

に一般加入電話を上回っている。電子通信事業者

協会の調べによると、2001 年 9 月末現在、携帯電話

の累計契約台数は 6535 万 5700 台、PHS の累計契

約台数は、569 万 8500 台であり、合計で 7105 万

4200 台に達した[1]。 

携帯電話・PHS契約台数
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また、2001年10月から、一部で、次世代携帯電話

「IMT-2000」のサービスが始まり、ブロードバンドの

特性を活かして、映像や音楽などのリッチ・コンテン

ツが「ケータイ」ネットワークで流通するなど新たな価

値ある利用が生まれることが期待される。 

 しかし、このような急激な成長を果たしてきた「ケー

タイ」だが、人口普及率が 50％を超え、これまでのよ

うな急激な成長は、望めない状況にある。 

 かつて、社会に浸透することなく消えていった「テ

レビ電話」のように技術的には優れている通信メディ

アでも、社会が受け入れなければ、社会に存在し続

けない。また、「伝言ダイヤル」や「ポケットベル」、

「ダイヤル Q2」のように、一度は隆盛を極めながらも、

新技術の登場などにより、人々の興味、関心が他へ

移行したことで、姿を消していくということもある。 

中村[1996]によれば、通信メディアの定着には、

利用者が通信メディアを受け入れ使いこなす作業が

不可欠であるという。したがって、「ケータイ」のような

新しい通信メディアがどのように社会に定着をし、ど

のような役割を果たしていくのかを知るためには、通

信メディアで何ができるのかという技術的な議論に

並んで、利用者がどのように受け入れ、どのように利

用するかという「利用の観点」がより重要となると指摘

する[2]。そこで、本研究では、「ケータイコマース」の

利用意向の把握と社会的存在の可能性を検討する

こととした。 

なお、本研究では、電子商取引推進協議会（以下、

ECOM）が 2001 年 1 月に実施した「モバイル EC に

おける新サービスの調査」のデータを、権利者の許

諾をえて、使用している。 

 

２. 「モバイルコマース」と「ケータイコ

マース」の定義                    

また、現状、この市場の 7 割を「着メロ」や「（待ち

受け）画像のダウンロード」など「遊び」系コンテンツ

が占めているという。野村総合研究所が、2001 年 3

月に実施した「情報通信利用者動向の調査」におい

ては、「ケータイ」で利用するサービスとして、「着メ

ロ」や「（待ち受け）画像のダウンロード」が圧倒的に

多いという結果を示している[6]。その他、NTT-Xと

三菱総合研究所が、2001年2月に実施した「goo
リサーチ調査」でも同様に、「もっともよく利用す

るコンテンツ」は、「着メロ」である[7]。 

 現状、「モバイル機器」という場合、「携帯電話」

や「PHS」のように通話主体の機器と、「携帯型

ゲーム機」や「ノート型パソコン」「カーナビ」

「PDA（携帯情報端末）」のように、利用の中心

が通話以外の機能にある機器がある[3]。これらの

モバイル機器を利用した電子商取引を総称して

「モバイルコマース」と言う。 

 しかし、現状、これらのモバイル機器の中で、i
モードなどインターネット対応型の「携帯電話」

や「PHS」を利用した電子商取引「ケータイコマ

ース」が「モバイルコマース」の大半を占めてい

る。 
 そこで、本研究においては、現状、携帯電話や

PHSによる「ケータイコマース」に焦点を絞って、

分析を行った。 
 
３. 現状における「ケータイコマース」の

利用状況 

ECOM とアクセンチュアが 2001 年 1 月に発表し

た市場予測[4]によれば、「モバイルコマース」の市

場規模は、2000 年で 590 億円にとどまっているが、

2005 年には 2 兆4500 億円に拡大するという。 

文化庁「国語に関する世論調査」をもとに、社団法

人中央調査社が 2001 年 6 月にまとめた「ケータイメ

ールな人間関係」[5]によると、「ケータイ」の利用者

層の中心は、10 代から 20 代の若年層であり、年代

が増すにつれ減少している。 

「携帯電話・PHS」「パソコン」所有率
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[5]（出所：社団法人中央調査社『中央調査報（No.524）』「ケータイメールな人間関係） 

このように、現状における「ケータイコマース」

 2

研究会Temp 
－2－



の利用者は、10代から20代前半の若年層が中心

であり、その利用内容も「着メロ」や「（待ち受け）

画像のダウンロード」などの安価な「遊び」系コ

ンテンツが主流となっている。 
 

４．これからの「ケータイコマース」の利 

用意向 

 

4.1 調査概要 

目的：「モバイル」の新たな利用シーンの可能性を探

ると共に、新サービスのニーズの把握 

対象：「モバイル」を利用したインターネット接続サー 

ビス（i モード）利用者 

方法：株式会社情報通信総合研究所が運営するマ 

ーケティング・サイト「MIN」のホームページ上 

でのウェブ・アンケート 

回答者数：8944 人 有効回答数 7907 人 

調査時期：2001 年1 月25 日から 2 年5 日 

項目：■「携帯電話による電子チケットサービス」に

対するニーズ調査 

    ■「携帯電話による決済サービス」に対するニ

ーズ調査 

    ■「携帯電話による物品購入」に対するニー

ズ調査 

    ■利用者からの新サービス提案 

■ 利用者の基本属性 

 

 ECOM は、このアンケート調査の中で、「携帯電話

で提供して欲しいサービスを教えてください」という

自由回答を求める質問を実施している。本研究にお

いては、このアンケート調査におけるこの「自由回

答」に着目して分析を行った。 

 まず、「ケータイ」を利用したサービスに関する「新

サービスの利用意向」を大別してみると次のようにな

る。    
この中では、「プリントアウトできるようにして

欲しい」や「ヘッドホンステレオとして使いたい」

など携帯電話そのものへの「機能追加」を求める

回答が最も多く、続いて「通話料を安くして欲し

い」などキャリア（通信事業者）への希望が多く

なっている。 

新サービスの利用意向
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（出所：電子商取引推進協議会『モバイルEC新サービスの利用意向』） 

本研究のテーマである「ケータイコマース」と

いう観点から見れば、これらの「機能追加」や「キ

ャリアへの希望」は対象外であるので、3 番目に

回答が多かった「決済」及び4番目の「位置情報」

について分析をした。 
 

4.2 決済 
「決済」に分類される自由回答を見てみると、

次表のとおりになる。 

「決済」に関わる利用意向

キャッシュカ ー

ド, 59

クレジットカ ー

ド, 59

有料道路, 135

電子マネー, 11

ホテル, 8

駐車場, 10

病院, 6 郵便局, 7

運賃支払, 18

ガソリンスタン

ト, 33

公共料金, 46

その他, 85

（出所：電子商取引推進協議会『モバイルEC新サービスの利用意向』の自由回答データを 

もとに発表者が作成した） 

「決済」の中で、最も多く利用意向を示した利 
用方法が、「キャッシュカード」や「クレジット 
カード」など財布のなかに常時、携行している 
ものを携帯電話に取りこみたいというものであ 
る。一方で、利用場面としては、「有料道路」 
が一番多く、その他「ガソリンスタンド」や「駐 
車場」など自動車利用関連の利用場面があげら 
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れている。「決済」に対するニーズであるから、 
前者の回答のように現金や現金同等物の機能が 
挙げられていることは、当然の結果とも言える。 
また、後者の回答は、有料道路の料金所や駐 

車場出口、ガソリンスタンドなど混み合う場所の 
「決済時間の短縮」に対する高いニーズの結果で

あると推測される。 
 次に、「決済」に関わる利用意向の回答を年齢別

のヒストグラムで表してみた。 

「決済」回答者の年齢別

0

10

20

30

40

50

60

70

80
回答数

男 2 39 58 74 60 37 12 5 1

女 0 39 53 53 24 15 5 0 0

0-15 16-20 21-25 26-30 31-35 36-40 41-45 46-50 51-55

（電子商取引推進協議会『モバイルEC新サービスの利用意向』の自由回答データをもとに  

発表者が作成した） 

ここでは、30歳をはさんで男性の利用意向が圧

倒的に高い。自動車利用者の中心層でもあるこれ

らの男性が、自動車利用関連サービスに高い利用

意向を示した結果といえるだろう。 
 
4.3 位置情報 

新サービスの利用意向の中で、次に回答が多か

ったのが「位置情報」である。 

この「位置情報」は、主に３つのサービス群に分け

られる。第１が、およそ半数を占める「ナビゲーショ

ン」である。これは、自動車利用者が、カーナビに代

わるものとして、「ケータイ」での利用意向を示してい

るものと、非自動車利用者（例えば、自転車利用者

や歩行者）が、カーナビと同様、迅速に目的地まで

到達するための情報を得たいという利用意向が含ま

れる。 

また、「迅速な目的地までの到着」という点では、

「地図」や「GPS」に対するニーズにも当てはまり、こ

の分類に入れられる。 

「位置情報」に関わる利用意向

ナビゲーショ
ン

205

今どこ, 91

エリア情報,
64

地図, 23

駐車場案内,
4

その他, 8

交通情報, 14

GPS, 17

（出所：電子商取引推進協議会『モバイルEC新サービスの利用意向』の自由回答データを 

もとに発表者が作成した） 

その他、博報堂生活総合研究所が行った「次世代

ケータイに関する機能ニーズのランキング」調査[8]

でも、53.4％の人が「カーナビのような機能」を望ん

でいる。これは、「世界中で同じ携帯電話」についで

2 番目に多い回答であった。 

次に、回答が多かった「今どこ」サービスとは、自

分は同じ場所に居ながらにして、「探しモノ・探しビ

ト」の所在を確認できるというものである。例えば、母

親が子供に「ケータイ」を持たせ、子供の所在を確認

したり、ペットの飼い主が、ペットに「ケータイ」を付け

て、その行方を確認できるというサービスである。 

3 つ目が、「交通情報」や「駐車場案内」、「エリア

情報」である。これらは、主に、繁華街や行楽地など

主に「混み合う場所」で有益な情報であり、道路の混

雑情報や空き駐車場案内、おすすめレストラン情報

の提供などがこの分類に入る。 

これらの「位置情報」に関わる利用意向はいずれ

も、「ケータイ」が持つ、「個人が」「いつでも」「どこで

も」「簡単に」利用できるという特性を生かしたサービ

スである。 

さらに、この「位置情報」に関わる利用意向を示し

た回答を年齢層と性別ごとに分類してみた。 

女性では、20 代の利用意向だけで、全体の半数

以上を占めていることが注目される。これは、前述の

とおり、子育てをしている母親が持つ、子供の所在

確認のために、「ケータイ」を活用したいという利用

意向が強く働いたものと思われる。  

それに対して、男性は、20代から 30 代後半まで、

ほぼ平均的に利用意向を示している。これは、自動

 4

研究会Temp 
－4－



車利用者の多いこの年代層が持つ、カーナビに代

わるものとしての「ケータイ」や、「ケータイ」による

「交通情報」や「駐車場案内」などの情報提供に対す

る期待が大きいことを示しているのではないだろう

か。 
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「位置情報」回答者の年齢別（女性）

21-25歳
33%

26-30歳
39%

31-35歳
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36-40歳
4%

16-20歳
14%

51-55歳
0%

41-45歳
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0-15歳
0%

46-50歳
1%

（電子商取引推進協議会『モバイルEC新サービスの利用意向』の自由回答データをもとに 

発表者が作成した） 

 

4.4 「自由回答者」の年齢別ヒストグラム 

 次に、本研究のもとになっている「自由回答」を回

答者の年齢別のヒストグラムで表してみた。 

「自由回答者」年齢別

0

200

400
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800
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1200

回答数

回答者数 32 811 1022 936 531 288 131 34 11 2
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56-

（電子商取引推進協議会『モバイルEC新サービスの利用意向』の自由回答データをもとに 

発表者が作成した） 

これによると、回答者の中心層は、21 歳から 25 歳

までの 20 代前半であり、その後、26 歳から 30 歳ま

での 20 代後半、16 歳から 20 歳までの 10 代後半が

続く。 

4.5 決済と位置情報の比較 

 以上、分析を進めてきた「決済」と「位置情報」に

利用意向を示している回答数を、自由回答全体に占

める比率で表してみた。 

  これを見ると、「決済」に関しては、15 歳以下の若

年層と20代後半から40歳までの年齢層で特に利用

意向が高いことがわかる。 

また、「位置情報」に関しては、10 代後半から 45

歳までほぼ平均して利用意向があり、46歳から50歳

までの年齢層で最も高い利用意向を示している。 

これらの「決済」と「位置情報」に関しては、利用意

向を示した年齢層の中心が、いずれも 20 代後半以

上の高い年齢層であることがわかる。 

自由回答者数に占める「決済」「位置情報」回答者の割合

0%

5%

10%

15%

20%

25%

位置情報 0% 9% 12% 11% 10% 11% 11% 21% 9%

決済 16% 10% 11% 14% 16% 18% 13% 15% 9%

0-15
歳

16-
20歳

21-
25歳

26-
30歳

31-
35歳

36-
40歳

41-
45歳

46-
50歳

51-
55歳

（電子商取引推進協議会『モバイルEC新サービスの利用意向』の自由回答データをもとに 

発表者が作成した） 

 

５．まとめ及び今後の課題 

 現状、「ケータイコマース」の利用は、10 代か

ら20代前半の若年層の「着メロ」や「（待ち受け）

画像のダウンロード」など「遊び系」での利用が

中心である。このような状況は、「ケータイコマー

ス」の本格的な稼動といった状況にあるとは言い

がたい。それらのサービスは、かつて一世を風靡

した「たまごっち」のような「一過性の流行」と

しての側面が強く、本格的な「コマース」とは言

いがたいからである。 

今後、「ケータイコマース」が、社会的基盤を固

め、更なる成長を果たしていくためには、10代か

ら 20 代前半の若年層ばかりではなく、さらに高

い年代層にまで「ケータイコマース」を浸透させ

ていくことが普及の条件となる。 
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また、「着メロ」や「（待ち受け）画像のダウン

ロード」など「遊び」系コンテンツばかりではな

く、その他の分野へもサービスを拡充させていき、

利用の促進を図ることも肝要である。 
本研究においては、「ケータイコマース」におけ

る利用意向の高いサービスが、「決済」と「位置情

報」であることがわかった。また、それらのサー

ビスに対しては、20代後半以上の年齢層にも高い

ことを明らかにした。このように、本研究におい

て明らかにした「決済」と「位置情報」に関わる

サービスが、社会的に実現し、広く普及すること

によって、現状のような、10代から20代前半の

層が「着メロ」や「（待ち受け）画像のダウンロー

ド」にだけに利用している「ケータイコマース」

からの脱却が可能となり、幅広い年齢層に、幅広

いサービス群を備えた「ケータイコマース」が広

がっていくことが期待できるのではないだろうか。 
  また、今後の研究の課題としては、利用者から見

た「ケータイコマース」に対する「不安要因」を明らか

にする必要がある。ECOM のアンケート調査結果に

おいても、「落とした時に不安」や「サービス購入時

の本人認証」など「ケータイコマース」に対する不安

の声があった。また、前出の博報堂生活総合研究所

の調べでも、「ケータイコマース」のデメリットとして、

「個人のプライバシーが漏れる不安」を挙げる人が、

66.5％いた。 

このような利用者にとっての「不安要因」は、「ケー

タイコマース」の発展へ向けた「阻害要因」でもある。

早急に、それらの「不安要因」を明らかにし、それら

を解決することが、「ケータイコマース」のより一層の

発展へ向けた必須の条件となるのではないだろう

か。 
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